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連結株主資本等変動計算書（2018年４月１日から2019年３月31日まで）
(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 38,413 39,902 67,403 △8,988 136,731
会計方針の変更による累積的影響額 401 401

会計方針の変更を反映した当期首残高 38,413 39,902 67,804 △8,988 137,133
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △6,974 △6,974
親会社株主に帰属する当期純利益 20,910 20,910
自 己 株 式 の 取 得 △1 △1
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 13,936 △1 13,935
当 期 末 残 高 38,413 39,902 81,741 △8,989 151,068
　

(単位：百万円)
その他の包括利益累計額

そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退 職 給 付 に
係 る 調 整
累 計 額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 3,583 △134 11,558 △1,656 13,350
会計方針の変更による累積的影響額 ―

会計方針の変更を反映した当期首残高 3,583 △134 11,558 △1,656 13,350
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当
親会社株主に帰属する当期純利益
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額) △1,364 109 △2,704 62 △3,896

当 期 変 動 額 合 計 △1,364 109 △2,704 62 △3,896
当 期 末 残 高 2,219 △25 8,853 △1,593 9,454
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　 (単位：百万円)
　

新 株 予 約 権 非支配株主持分 純 資 産 合 計

当 期 首 残 高 213 825 151,121
会計方針の変更による累積的影響額 401

会計方針の変更を反映した当期首残高 213 825 151,523
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △6,974
親会社株主に帰属する当期純利益 20,910
自 己 株 式 の 取 得 △1
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額) 34 7 △3,855

当 期 変 動 額 合 計 34 7 10,080
当 期 末 残 高 248 832 161,603
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連 結 注 記 表
　

（ 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等 ）
1. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 51社
主要な連結子会社の名称
三和シヤッター工業㈱
昭和フロント㈱
沖縄三和シヤッター㈱
三和タジマ㈱
三和エクステリア新潟工場㈱
ベニックス㈱
三和システムウォール㈱
Overhead Door Corporation
Novoferm Europe Ltd.
なお、当連結会計年度においてBolton Gate Services Ltd.他2社を株式取得により連結の範囲に
含め、Bemo Brandschutzsysteme GmbHを会社清算により連結の範囲から除外しております。

（2）主要な非連結子会社の名称等
主要な非連結子会社の名称
昭和建産㈱
連結の範囲から除いた理由
非連結子会社41社は、いずれも小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）
及び利益剰余金（持分に見合う額）等のそれぞれの合計額は、いずれも連結計算書類に重要な影
響を及ぼしていないため連結の範囲から除いております。

　
2. 持分法の適用に関する事項
（1）持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した非連結子会社の数 ７社
主要な会社等の名称
三和シヤッター（香港）有限公司
安和金属工業股份有限公司
上海宝産三和門業有限公司
昭和建産㈱
田島メタルワーク㈱
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持分法を適用した関連会社の数 ２社
主要な会社等の名称
Dong Bang Novoferm Inc.

（2）持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等
主要な会社等の名称
林工業㈱
持分法を適用しない理由
持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余
金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微
であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用から除外しております。

（3）持分法の適用の手続きについて特に記載すべき事項
持分法適用非連結子会社及び関連会社のうち、決算日が異なる会社については、当該会社の事業
年度に係る計算書類を使用しております。

　
3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は、在外子会社が12月31日であり、それ以外はすべて３月31日であります。
また、在外子会社については、12月31日現在の計算書類を基礎として連結を行っております。
ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　
4. 会計方針に関する事項
（1）資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券の評価基準及び評価方法
その他有価証券
時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの 移動平均法による原価法

② デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
時価法

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
国内子会社 総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）
在外子会社 先入先出法または移動平均法による低価法
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（2）固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

国内会社
定率法を採用しております。
ただし、1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日以
降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法を採用しております。また、取得価額が10万円
以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年均等償却を採用しております。
在外子会社
定額法を採用しております。

② 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額
法を採用しております。のれんの償却については、投資効果の実現する期間等を見積り、当該
期間等（20年以内）において均等償却を行っております。ただし、金額の重要性の乏しいもの
については、発生時にその全額を償却しております。

③ リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（3）引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債
権及び破産更生債権については、財務内容評価法により計上しております。

② 賞与引当金
従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額基準により計上しております。

③ 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金支給に備えるため、社内規定による期末要支給額を計上しております。
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（4）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
① ヘッジ会計の処理

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約
については振当処理によっております。

② 退職給付に係る会計処理の方法
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における見込額に基づき、退職給付債務か
ら年金資産の額を控除した額を計上しております（ただし、年金資産の額が退職給付債務を超
える場合には、退職給付に係る資産として計上しております）。
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方
法については、給付算定式基準によっております。
過去勤務費用は、国内会社では発生した連結会計年度で一括費用処理し、一部の在外子会社で
は発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額法により
処理しております。
数理計算上の差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主とし
て10年）による定額法により、主に発生連結会計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果を調整の上、純資産の部
におけるその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

③ 完成工事高及び完成工事原価の計上基準
当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については、工事進
行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用し、その他の工事契約については、工事
完成基準を適用しております。

④ 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

⑤ 連結納税制度の適用
当社及び一部の子会社は、連結納税制度を適用しております。
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（ 会計方針の変更に関する注記 ）
当社グループのIFRS適用子会社は、当連結会計年度よりIFRS第15号（顧客との契約から生じる収益）を

適用しております。
IFRS第15号の適用については、IFRS第15号の経過的な取扱に従って、当連結会計年度の期首において、

累積的影響額を利益剰余金に加減しております。
この結果、当連結会計年度の期首の利益剰余金が401百万円増加しております。また、当該会計基準の適

用が当連結会計年度の連結計算書類に及ぼす影響は軽微であります。
　
（ 表示方法の変更に関する注記 ）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年2月16日）を当連結会計

年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債
の区分に表示しております。

（ 連結貸借対照表に関する注記 ）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 94,515百万円

　
2. 保証債務

連結子会社以外の会社の金融機関からの借入金等に対して次のとおり保証を行っております。
三和シヤッター（香港）有限公司 26百万円
安和金属工業股份有限公司 50百万円
上海宝産三和門業有限公司 766百万円
VINA-SANWA COMPANY LIABILITY LTD. 298百万円
その他 0百万円
計 1,142百万円

　
3. 連結会計年度末日満期手形の処理

当連結会計年度末日は金融機関の休日でありますが、満期日に決済が行なわれたものとして処理して
おります。なお、当連結会計年度末残高から除かれている金額は次のとおりです。
受取手形 1,197百万円
電子記録債権 645百万円
支払手形 551百万円

　
4. 資産から直接控除した引当金

損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品は、これに対応する工事損失引当金139百万円を相殺
表示しております。
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（ 連結株主資本等変動計算書に関する注記 ）
1. 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 235,000千株
　

2. 配当に関する事項
（1）配当金支払額

　

決 議 株式の種類 配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円) 基 準 日 効力発生日

2018年６月27日
定時株主総会 普通株式 3,374 15.0 2018年３月31日 2018年６月28日

2018年10月31日
取締役会 普通株式 3,599 16.0 2018年９月30日 2018年12月５日

　
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

2019年６月26日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり予
定しております。
① 配当金の総額 3,599百万円
② １株当たり配当額 16.0円
③ 基準日 2019年３月31日
④ 効力発生日 2019年６月27日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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3. 当連結会計年度末の新株予約権等（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株
式の種類及び数

（1）2008年６月26日開催の取締役会決議に基づく新株予約権
普通株式 49千株

（2）2009年６月30日開催の取締役会決議に基づく新株予約権
普通株式 52千株

（3）2010年６月30日開催の取締役会決議に基づく新株予約権
普通株式 61千株

（4）2011年６月29日開催の取締役会決議に基づく新株予約権
普通株式 63千株

（5）2012年６月28日開催の取締役会決議に基づく新株予約権
普通株式 90千株

（6）2013年６月26日開催の取締役会決議に基づく新株予約権
普通株式 49千株

（7）2014年６月26日開催の取締役会決議に基づく新株予約権
普通株式 40千株

（8）2015年６月26日開催の取締役会決議に基づく新株予約権
普通株式 26千株

（9）2016年６月28日開催の取締役会決議に基づく新株予約権
普通株式 38千株

（10）2017年６月28日開催の取締役会決議に基づく新株予約権
普通株式 35千株

（11）2018年６月27日開催の取締役会決議に基づく新株予約権
普通株式 36千株
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（ 金融商品に関する注記 ）
1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用調達計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社債発行）を調達して
おります。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀行借入によ
り調達しております。
受取手形及び売掛金、電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理制度に基づき、リスク低減
を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時
価の把握を行っております。
借入金の使途は運転資金、設備投資資金及び買収資金であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに
対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。なお、デリバティブは内
部管理規程に従い、実需の範囲で行うこととしております。

2. 金融商品の時価等に関する事項
2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。

（単位：百万円）
連結貸借対照表
計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 43,007 43,007 ―
（2）受取手形及び売掛金 82,563 82,563 ―
（3）電子記録債権 9,526 9,526 ―
（4）有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 32,984 32,984 ―
資産計 168,082 168,082 ―

（1）支払手形及び買掛金 （52,401） （52,401） ―
（2）短期借入金 （6,845） （6,845） ―
（3）社債（１年以内含む） （31,500） （31,814） （314）
（4）長期借入金（１年以内含む） （22,872） （22,939） （67）

負債計 （113,618） （114,000） （381）
（※）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
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（注１）金融商品の時価等に関する事項
資産
（1）現金及び預金、及び（2）受取手形及び売掛金、並びに（3）電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

（4）有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引所の価格又は取引
金融機関から提示された価格によっております。

負債
（1）支払手形及び買掛金、並びに（2）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっております。

（3）社債（１年以内含む）
当社の発行する社債の時価は市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないもの
は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在
価値により算定しております。

（4）長期借入金（１年以内含む）
変動金利による長期借入金は、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は、実行
後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、帳簿
価額によっております。
固定金利による長期借入金は、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される
利率で割り引いた現在価値で時価を算出しております。

（注２）非上場株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（4）
有価証券及び投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

　
（ １株当たり情報に関する注記 ）

１株当たり純資産額 713円50銭
１株当たり当期純利益 92円94銭

（ その他の注記 ）
連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に記載の金額は、表示単位
未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書（2018年４月１日から2019年３月31日まで）
(単位：百万円)

株 主 資 本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金 そ の 他 利 益 剰 余 金
配当平均積立金 技術開発積立金

当 期 首 残 高 38,413 39,902 3,919 140 70
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（純 額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― ―
当 期 末 残 高 38,413 39,902 3,919 140 70
　

(単位：百万円)
株 主 資 本

利益剰余金
自 己 株 式 株主資本合計その他利益剰余金 利益剰余金合計別 途 積 立 金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 55,580 5,206 64,916 △8,988 134,244
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △6,974 △6,974 △6,974
当 期 純 利 益 8,382 8,382 8,382
自 己 株 式 の 取 得 △1 △1
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（純 額)

当 期 変 動 額 合 計 ― 1,408 1,408 △1 1,407
当 期 末 残 高 55,580 6,614 66,324 △8,989 135,651
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(単位：百万円)
評 価 ・ 換 算 差 額 等

新株予約権 純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益 評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 3,583 △126 3,456 213 137,915
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △6,974
当 期 純 利 益 8,382
自 己 株 式 の 取 得 △1
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額（純 額) △1,357 101 △1,256 34 △1,221

当 期 変 動 額 合 計 △1,357 101 △1,256 34 185
当 期 末 残 高 2,225 △25 2,200 248 138,100
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個 別 注 記 表
　
（ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 ）
1. 資産の評価基準及び評価方法
（1）有価証券の評価基準及び評価方法
① 子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

② その他有価証券
時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）
時価のないもの 移動平均法による原価法

（2）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
時価法

　
2. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

定率法を採用しております。
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備は除く)並びに2016年４月１日以降に
取得した建物附属設備及び構築物は、定額法を採用しております。また、取得価額が10万円以上20
万円未満の少額減価償却資産については、３年均等償却を採用しております。

（2）無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を
採用しております。

　
3. 引当金の計上基準

貸倒引当金
債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権及
び破産更生債権については財務内容評価法により計上しております。

　
4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）ヘッジ会計の処理

原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為替予約につ
いては振当処理によっております。
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（2）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（3）連結納税制度の適用
当社は、連結納税制度を適用しております。

　
（ 表示方法の変更に関する注記 ）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更
「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）を当事業年度

の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。
　
（ 貸借対照表に関する注記 ）
1. 有形固定資産の減価償却累計額 21,793百万円

　
2. 保証債務
他の会社の金融機関からの借入金等に対して次のとおり保証を行っております。

Overhead Door Corporation 1,487百万円
Creative Door Services Ltd. 752百万円
Novoferm GmbH 2,938百万円
三和シヤッター（香港）有限公司 26百万円
安和金属工業股份有限公司 50百万円
上海宝産三和門業有限公司 766百万円
VINA-SANWA COMPANY LIABILITY LTD. 298百万円
計 6,319百万円

　
3. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

関係会社に対する短期金銭債権 16,950百万円
関係会社に対する長期金銭債権 6,723百万円
関係会社に対する短期金銭債務 185百万円
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（ 損益計算書に関する注記 ）
関係会社との取引高 営業収益 12,533百万円

その他の営業取引高 829百万円
営業取引以外の取引高 183百万円

　
（ 株主資本等変動計算書に関する注記 ）
　当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 10,020千株
　

（ 税効果会計に関する注記 ）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

役員退職慰労金 337百万円
貸倒引当金 360百万円
未払事業税 38百万円
有価証券 255百万円
関係会社株式 8,276百万円
減損損失 1,492百万円
繰延ヘッジ損益 11百万円
その他 89百万円
　繰延税金資産 10,861百万円
　評価性引当額 △6,243百万円
　繰延税金資産合計 4,618百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △982百万円
　繰延税金負債合計 △982百万円
　繰延税金資産の純額 3,635百万円
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（ 関連当事者との取引に関する注記 ）

属 性 会社等の名称
議決権等の
所有又は
被所有割合

関係内容
取引の内容 取引金額

（百 万 円） 科目 期末残高
（百 万 円）役員の

兼任等 事業上の関係

子会社 三和シヤッター
工業株式会社

所有
直接
100％

３名 経営指導の受託

資金の受託
（注1,2） 4,426 関係会社

預り金 7,493

経営指導料
の受取
（注3）

2,698 ─ ─

出向者の受入
（注4） 663 未払金 35

子会社
Novoferm
Germany
GmbH

所有
直接
100％

４名 資金の援助 資金の貸付
（注5）

1,998
(20,000千ユーロ)

短期貸付金
及び

長期貸付金
14,440

(115,320千ユーロ)

子会社 Novoferm
GmbH

所有
間接
100％

─ 債務の保証 債務の保証
（注6） 2,938 ─ ─

（注） 取引条件及び取引条件の決定方針等
（1）資金の受託については、CMS（キャッシュ・マネジメント・システム）による取引であり、取引金額

は、期中の平均残高を記載しております。
（2）資金の受託については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
（3）経営指導料の金額は、従業員数等に基づき決定しております。
（4）三和シヤッター工業株式会社が支給した出向者人件費について、実費精算を行ったものであります。
（5）資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件は期間３年、一

括返済としております。なお、担保は受け入れておりません。
（6）銀行借入に対し、債務の保証を行っており、市場水準及びリスクの度合いを勘案し、保証料率を合理

的に決定しております。
（7）上記取引金額は、消費税等を含まず表示しております。

（ １株当たり情報に関する注記 ）
１株当たり純資産額 612円73銭
１株当たり当期純利益 37円25銭

　
（ その他の注記 ）

貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表に記載の金額は、表示単位未満を切り捨
てて表示しております。
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